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1

ファミリー・サ

ポート・セン

ター事業

地域において子育てを手助けしてほしい人（依頼

会員）と、子どもを預かるなどの育児を手伝いた

い人（援助会員）との連絡調整を行うとともに、

講習やその他必要な援助を行います。

団塊世代を援助会員として取り込むため、区長会と

連携して周知を行い、会員数の増加を図る。

＜ファミリー・サポート・センター事業＞

援助・両方会員数 ４２０人

登録会員の増加を図る。多様なニーズに対応で

きるよう、援助会員の質の向上を促すための講

習会を開催する。

数値目標：援助・両方会員数　350人

登録会員の増加を図った。また、援助会員の質の

向上を目的とし、講習会を開催した。

依頼会員　415人

援助会員　149人

両方会員　 69人

×

こども政

策課

1

2

助産師による妊

産婦・乳児訪問

希望により、出産後2か月くらいまでの間に母乳育

児の推進と子育て不安の解消のために訪問し、必

要な支援をすすめます。

出産後２か月くらいまでの不安の強い時期に希望者

宅に訪問し育児不安の軽減を図る。＜養育支援訪問

事業＞

出産後2か月位までの間で母乳や育児に不安を抱

く方に対して、訪問し、必要な支援を進め、母

乳育児の推進と子育て不安の解消を図る。

出産後2か月位までの間で母乳や育児に不安を抱く

方に対して、訪問し、必要な支援を進め、母乳育

児の推進と子育て不安の解消を図った。

○

保健セン

ター

2

3

保健師・栄養

士・歯科衛生士

による訪問

希望により、健康管理、成長発達などの子育て不

安の軽減を図るため訪問し、必要な支援をすすめ

ます。

保健師、助産師による家庭訪問を広報などで周知

し、妊娠・出産・子育てについて支援する。

健康管理、成長発達など子育てに不安を抱く方

に対し、訪問し、必要な支援を進め、子育ての

不安の軽減を図る。

健康管理、成長発達など子育てに不安を抱く方に

対し、訪問し、必要な支援を進め、子育ての不安

の軽減を図った。

○

保健セン

ター

3

4

保健連絡員によ

る赤ちゃん訪問

地域での「頼れる近所のおばさん」として、保育

をスタートしたばかりの世帯を訪問し、親子の成

長を見守るとともに、専門的支援・継続的支援が

必要な家庭に対し、保健センター事業へとつなげ

ます。

訪問活動で培った親子に対する意識を基に地域の親

子に、より影響を与えられる連絡員として活動でき

るよう支援する。

＜乳児家庭全戸訪問事業＞

訪問実施率

（訪問実施率＝訪問件数

／対象件数。出生数は双

子以上は1件とする）

90%

保育をスタートしたばかりの世帯を地域の保健

連絡員が訪問し、親子の成長を見守るととも

に、専門的支援・継続的支援が必要な家庭に対

し、保健センター事業へとつなげる。外国人の

赤ちゃん訪問についても実施していく。

数値目標：87%

育児をスタートしたばかりの世帯を地域の保健連

絡員が訪問し、親子の成長を見守るとともに、専

門的支援・継続的支援が必要な家庭に対し、保健

センター事業へとつなげた。

1,157件／1,359件＝85.1％

×

保健セン

ター

4

5

子育て支援セン

ター事業

子育て支援センター、児童館、集会施設等におい

て、乳幼児の保育に関する相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言を行うとともに、子育てサーク

ルの支援等を行います。

地域子育て支援拠点事業の一般型として中央子育て

支援センターの１か所、連携型として篠岡、北里、

味岡、大城、小牧、小牧南、西部児童館の７か所で

子育て支援室を実施する。22年度開設の小牧児童館

や24年度開設予定の味岡児童館において、サークル

活動室を設け、子育てサークルの育成・支援を行っ

ていく。

＜地域子育て支援拠点事業＞

実施か所数

連携型：７

一般型：１

センター型では引き続き児童センターの有効利

用を図るとともに、ひろば型においても、新し

い児童館などで部屋の利用を図っていく。児童

館の部屋利用を充実させていくことで、母親た

ちのニーズにあった環境でサークル活動が実施

できるようにする。また、移動子育て支援セン

ター事業については、24年度実施地区から25年

度も実施要望が多いため、更なる充実を図る。

数値目標：連携型　7か所、一般型　１か所

一般型・連携型共に、児童センターや児童館の部

屋の有効活用を図り、母親たちのニーズにあった

環境でサークル活動を実施できるようにした。ま

た、移動子育て支援センター事業を実施した。

連携型：７か所、一般型：１か所

○

こども政

策課

5

6

子育て支援つど

いの広場事業

公共施設の空きスペース、商店街の空き店舗など

を活用し、主に０～３歳児をもつ親と子どもが気

軽に集まることができるつどいの広場を整備しま

す。

大城、小牧、味岡各児童館については地域子育て支

援拠点事業に位置付けるため、子育て広場のみで実

施。

利用者数 １２０，０００人

研修の実施などにより引き続き職員の質の向上

を目指し、安心・安全な遊び場の提供や、子育

て相談の充実を図る。

数値目標：利用人数　120,000人

研修を実施して職員の質の向上を行い、安心・安

全な遊び場の提供や子育て相談の充実に努めた。

利用人数　81,933人

×

こども政

策課

6

7 一時預かり事業

保育所を利用していない家庭においても、保護者

の疾病や災害により一時的に家庭での保育が困難

となる場合、また核家族化の進行や地域の子育て

力の低下するなかで、育児疲れによる保護者の心

理的・肉体的負担を軽減するため保育所等で一時

的に保育を行います。

冠婚葬祭、保護者の傷病入院、リフレッシュなど多

様なニーズに対応した緊急・一時保育を、民営化に

合わせて実施するなど多様な保育ニーズへの対応に

努める。

＜一時預かり事業＞

実施か所数 ４か所

平成25年度より、味岡保育園を指定管理での運

営が始まるのを受けて、実施園が１園増える。

民営化に合わせて実施するなど多様な保育ニー

ズへの対応に努める。その旨を周知を図り、緊

急時に保護者が子どもを安心して預けやすい環

境を作る。

数値目標：2か所

村中保育園、味岡保育園の２か所にて実施。村中

保育園の利用者の延べ人数は３９４人、味岡保育

園は１０８９人。同じような制度を他１７園でも

実施、延べ７８人の利用あり。全体の内訳は就労

８３１人、病気７６人、出産６８人、看護３７

人、その他リフレッシュ等（あさひ、就学、講座

等）５４９人。

○

保育課

（保育

園）

7

8

子育て支援短期

利用事業

（ショートステ

イ事業）

児童を養育している家庭の保護者が疾病等の理由

により、家庭における児童の養育が困難になった

場合に、児童養護施設等で一時的に養育を行いま

す。

乳児院、児童養護施設等の受入先を確保する。

＜短期入所生活援助事業＞

実施か所数 ２か所

乳児院、児童養護施設等の受入先を確保する。

数値目標：実施か所数　2か所

乳児院、児童養護施設等の受入先を確保した。

数値実績：２か所

○

こども政

策課

8

9

放課後児童健全

育成事業（放課

後児童クラブ）

保護者が昼間家庭にいない小学校低学年児童を対

象に、授業の終了後に空き教室などを利用して、

指導員を配置し適切な遊び及び生活の場を与え

て、児童の健全な育成を図ります。

大規模児童クラブの分割など児童にとって良好な環

境の整備を行う。

放課後児童クラブの拡充（時間・年齢・施設）を推

進する。

＜放課後児童健全育成事業＞

受入児童数 １，５１８人

26年度から4年生以上を受け入れるため、味岡、

米野、本庄児童クラブ施設の建設を行う。ま

た、23年度に開始した開設時間の延長を引き続

き実施し、市民のニーズに対応する。

数値目標：受入児童数　1,450人

26年度から４年生以上を受け入れるため、味岡、

米野、本庄、篠岡、北里児童クラブの施設整備工

事を行った。

受入児童数　1,433人

×

こども政

策課

9

10

病児・病後児保

育事業

保護者の就労などの理由により、病気中もしくは

病気の回復期にある児童で、家庭内で保育できな

い場合、診療所などに付託された専用スペースで

一時的に保育を行います。

市の基準に基づき、１か所で実施する。 実施か所数 １か所

病児保育事業については、かなり周知されつつ

あるが、固定の利用者が多い。更なる周知を

図っていく。病後児保育については、検討はし

ているものの、施設を作ってまでの需要は見込

めない。

数値目標：実施か所数　１か所

保護者の就労などの理由により、病気中もしくは

病気の回復期にある児童で、家庭内で保育できな

い場合、診療所などに付託された専用スペースで

一時的に保育を行った。

数値実績：１施設

○ 保育課 10

11 家庭児童相談

ふれあいセンターにおいて、家庭における児童問

題や家族の相談に応じ、適切な助言、指導を行い

ます。

相談業務の充実に努める。

研修等に積極的に参加し相談員の資質の向上に

努めると共に、要保護児童対策地域協議会等に

出席することにより、各機関との連携を深め、

虐待等について早期の対応に努める。また、広

報等において家庭児童相談実施の周知に努め

る。

愛知県家庭児童相談員連絡協議会の研修会を3回実

施した。また、関係機関とのネットワーク会議に

も多数参加し、相談員間の連携を図り、適切な関

係機関に繋ぐことも含め、相談者の問題解決に努

めた。

実績：相談件数　215件

○

こども政

策課

11

12-

1

まなび女性相談

事業

まなび創造館では相談員が、女性問題等に関する

相談に応じ、適切な助言、指導を行います。

女性相談員を設置し、相談業務の充実に努める。 相談件数 ２００件

相談日など見直し、さらなる女性相談の充実を

図る。

相談件数目標：200件

女性を取り巻く悩み事相談として面接及び電話相

談窓口として開催した。

毎週水・金曜日（第5水・金曜日を除く）

（正午から午後1時を除く）相談件数　473件

○

まなび創

造館

12-1

12-

2

新

電話による女性

相談事業

女性問題等に関する電話相談に応じ、適切な助

言、指導を行います。

女性相談員を設置し、相談業務の充実に努める。

市民・市民団体等による協働提案事業として開設

した。

毎週月曜日、第5水・金曜日（午前10時から午後4

時）（正午から午後1時を除く）相談件数　116件

まなび創

造館

12-2

13

子育て支援事業

の情報提供及び

利用支援

子育て支援事業を始めとする地域における多様な

子育て支援サービスに関する情報を一元的に把握

し、保護者への情報提供など、利用支援を行いま

す。

広報、ホームページなどで積極的に情報提供を行

い、利用支援を行う。

内容を校正して新たに印刷したガイドブックを

25年度から配布し、子育て支援事業の周知に向

けた有効活用を図る。

内容を校正して新たに印刷したガイドブックを配

布し、子育て支援事業の周知に向けた有効活用を

図った。

○

こども政

策課

13

14-

1

２　保育

サービスの

充実

保育園の整備

待機児童を解消するため、小木保育園園舎改修、

味岡保育園園舎改修など、順次保育ニーズにあっ

た施設整備に努めます。

待機児童の解消を図るため、人員の確保、園舎改

修、保育園整備など順次保育ニーズにあった施設整

備に努める。

平成25年4月から味岡保育園の定員を増やし開園

する。

平成27年4月から新設保育園を1園開園する計画

あり。

平成25年4月から味岡保育園の定員を増やし開園

（140人→150人）。

平成27年4月から新設みなみ保育園の開園に向け

て、施設整備工事の設計業務が完了。

○ 保育課
14-1
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1地域にお

ける子育て

の支援
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14-

2

認可外保育所委

託事業

増加傾向にある待機児童の保育を、一定の基準を

満たす認可外保育所に委託し、待機児童解消に努

めます。

認可外保育施設指導監督基準を満たし、また準じて

いる認可外保育所と委託契約をし、3歳未満児1人に

つき、一定額の保育料を支払う。

認可外保育所を指導・監督することにより、適

正な保育内容と保育環境の確保を促す。また、

保育園に入園できない児童については、認可外

保育所への入所の案内をし、待機児童解消に努

める。

数値目標：委託保育所数　6園

平成22年度より当初該当園が3事業所から始めた事

業。愛知県から認可外保育施設指導基準を満たす

旨の証明書の交付を受けた市内の施設の設置者、

その他市長が特に必要と認めた施設の設置者へ保

育を委託。0歳児は28,000円・1～2歳児は25,000円

を施設に支払う。

数値実績：委託保育所数　４月時点では５園

　　　　　　　　　　　　１月より８園に増加

○ 保育課
14-2

15

保育サービスの

充実 （延長保

育、乳幼児保

育、休日保育、

広域保育、障が

い児保育）

保育ニーズの変化に対応するため、延長保育、休

日保育など、多様な保育サービスを実施します。

また、健常児と集団保育の可能な障がい児を積極

的に受入れ、障がい児保育の充実に努めます。

乳児保育、延長保育、障害児保育、休日保育、保育

の広域化のサービスを提供すると共に、時代の変化

に即した保育ニーズにあったサービス提供の実現に

努める。

＜延長保育事業＞＜休日保育事業＞

11時間を超える延長保

育、休日保育実施園数

４園

11時間を越える延長保育を、村中・味岡・大

山・小木・大城の5園で平成24年度から継続し行

う。今後については、民営化をしていく園を対

象に実施していく。

数値目標：11時間を超える延長保育実施園数　5

園

          休日保育実施園数　2園（村中・味

岡）

特別延長保育のについては平成２４年より５園

（村中・味岡・大山・小木・大城）の公立保育園

で行っている。延べ８７４人／年の利用あり。休

日保育については延べ１４６人／年の利用あり。

また、広域保育は３人、障害児受入については、

全１９園で実施、平成２５年４月１日において３

６人受入。

数値実績：11時間を超える延長保育実施園数　５

園

　　　　　休日保育実施園数　２園（村中・味

岡）

○ 保育課 15

16

保育園運営委員

会の開催

増大多様化する保育ニーズに対応するため、今後

の園舎建替計画、保育園運営方法等を検討し、今

後の保育園運営について協議します。

園舎建替、運営方法、保育の質の向上等の課題を協

議し、より良い保育のあり方について、子ども・子

育て支援事業推進会議の中で継続して協議を行う。

園舎建替、運営方法、保育の質の向上等の課題

を協議し、より良い保育のあり方について、継

続して協議を行う。

運営方法、保育の質の向上等の課題を協議し、よ

り良い保育のあり方について、協議を行なう場で

あるが平成25年度も、現状報告が中心となった。2

回開催。

○ 保育課 16

17 保育の質の向上

保育の質の向上、保育士の専門性の向上、質の高

い人材の安定的な確保を目指し、保育士の研修体

制の充実などに積極的に取り組みます。

保護者の安心を確保するため、現行の研修体制を見

直し、改定保育指針に基づいた研修計画を策定し、

質の高い保育サービスの提供を図る。

保育士全体研修の参加者

数

２２５人

保育園職員研修計画に基づき、全職員が参加す

る研修計画を実施する。25年度は、支援の必要

な子への理解を深め、家庭との連携を図りなが

ら、よりよい育ちにつなげる研修を強化する。

また、育休明け、臨時職員など、より研修に参

加しやすい体制をとり、保育に生かしていく。

数値目標：保育士全体研修の参加者数　225人

２回開催し、臨時職員も参加した。

１回は『子どもの心の声を聴く』というテーマの

もと、「ゆる♪リト」というリトミックを実際に

職員が実技体験し、子どもの気持ちを考えること

ができた。２回目は愛着形成の視点から親子の関

係性について学ぶ。子どもが肯定感をもち、自信

を大きくできるようにという内容の講演。保育士

としてどうあるべきか振り返ることができた。

延べ参加者数：250人

○ 保育課 17

18

子育て支援ネッ

トワークづくり

子育て支援センター、保健センター、保育園など

の関係機関とのネツトワーク化を図ります。

地域子育て応援事業として平成２２年度から子育て

支援センターと保健センターが連携して、移動子育

て支援センターを開設し、在宅子育て家庭の支援を

行っていく。

23年度に立ち上がった地域子育て支援連絡協議

会において、子育て支援センター及び児童館が

保健センター等関係機関と連携し、子育て支援

の充実を図る。

地域子育て支援連絡協議会を開催し、子育て支援

センター及び児童館が保健センター等関係機関と

連携して子育て支援の充実を図った。

開催回数：２回

○

こども政

策課

18

19

男性の家事・育

児・介護への参

加に関する事業

小牧市男女共同参画基本計画（ハーモニーⅡ）の

推進により、男女共同参画社会の形成に取り組み

ます。また、男女共同参画に関する講座や子育て

講座への男性の参画を促進します。

女性と男性の意識改革につながる学習の機会を提供

する。

子育てなどに参加する父親を応援するため、家

事を楽しくこなす料理教室などを開講し、男性

の子育て支援の充実を図る。

子育てなどに参加する父親を応援するため、料理

教室などを開講し、男性の子育て支援の充実を

図った。

参加人数：15名

まなび創

造館

19

20

地域住民による

子どもの基本的

生活習慣の形成

の促進

放課後児童クラブ、ファミリー・サポート・セン

ター、シルバー人材センターの仕組みを活用し、

子育ての経験をもつ住民が子どもを預かり、基本

的な生活習慣を身につけることなどを支援する取

組を促進します。

大城児童館をモデル地区として、味岡児童館におい

ても地域における子育て支援の拠点づくりをすすめ

る。

「味岡児童館をつくる会」を引き継いだ「味岡

児童館サポーター」の活動を通し、参加する中

学生等が地域の大人や子どもとともに計画し、

行動することにより、社会性を養わせる。

「味岡児童館をつくる会」を引き継いだ「味岡児

童館サポーター」の活動を通し、参加する中学生

等が地域の大人や子どもとともに計画し、行動す

ることにより、社会性を養うことができた。

こども政

策課

20

21

放課後児童健全

育成事業（放課

後児童クラブ）

（再掲）

保護者が昼間家庭にいない小学校低学年児童を対

象に、授業の終了後に空き教室などを利用して、

指導員を配置し適切な遊び及び生活の場を与え

て、児童の健全な育成を図ります。  また、地域

ニーズの把握に努め、必要に応じて受入人数の拡

大を図っていきます。

大規模児童クラブの分割など児童にとって良好な環

境の整備を行う。 放課後児童クラブの拡充（時

間・年齢・施設）を推進する。

＜放課後児童健全育成事業＞

受入児童数 １，５１８人

指導員が積極的に研修に参加するなどにより、

指導員の資質の向上に努め、児童の健全育成が

より高められるよう努める。

数値目標：受入児童数　1,450人

味岡、米野、本庄、篠岡、北里児童クラブの施設

整備工事を実施し、小学４年生までの児童の受入

体制を整えた。

受入児童数　1,433人

×

こども政

策課

21

22

子育て支援ち

びっ子広場事業

児童センターや児童館で地域の子どもが一緒に遊

び、母親の交流の場となるちびっこ広場を整備し

ます。

児童館が民営化されても、引き続いてちびっ子広場

事業を必須事業として行っていく。

参加者数

１１，０００

人

市内全8児童館においてちびっこ広場を開設し、

1歳児前後の子とその保護者の子育ち子育て支援

を図る。

数値目標：参加者数　10,800人

市内全8児童館においてちびっこ広場を開設し、1

歳児前後の子とその保護者の子育ち子育て支援を

行った。

参加者数：21,214人

○

こども政

策課 (児

童セン

ター・児

童館)

22

23

ジュニアセミ

ナーの開催

心豊かでたくましい子どもを社会全体で育むため

様々な学びの機会を提供します。

子どもたちが、様々な体験を通じて豊かな心を育む

よう、地域講師の協力を得て体験講座を実施する。

講座数 ２０講座

子どもたちの社会性が育つよう、地域の生涯学

習団体等に講師を依頼し、魅力的な体験講座の

充実を図る。

数値目標：年間20講座以上

各種活動を行うジュニアセミナーを実施

実績：25講座　438人（1講座3～10回実施）

○

こども政

策課

23

24

自然体験学習の

推進

児童生徒の豊かな心を育むため、ボランティア団

体や地域の協力による自然体験学習を実施しま

す。

地域の協力を得ながら、子どもたちが自然体験活動

を通じて豊かな心を育むための講座を実施する。

講座数 ５講座

自然体験を通じ、親子の絆を深め、豊かな心を

育み、青少年の健全育成を図る。　　数値目

標：5講座

子ども体験講座を実施　（7講座）

親子でじゃがいもづくり　　親子79家族

わくわく魚とり　　　　　　1,500人

もち米づくりにチャレンジ　42人外4講座

○

こども政

策課

24

25

公民館等学習室

開放

中・高生等の夏休みなど学校長期休業期間に公民

館の空き部屋を開放し、自宅学習を補完する支援

を行う。

子どもたちが必要とする学習のための居場所を提供

することにより、青少年の健全育成を図る。

利用者数 １，２００人

子どもたちが必要とする学習のための居場所を

提供し施設を身近に感じてもらうことにより、

学習以外の面を含めた青少年の健全育成を図

る。

数値目標：1,200人

子どもたちが必要とする学習のための居場所を提

供し施設を身近に感じてもらうことにより、学習

以外の面を含めた青少年の健全育成を図った。

利用者数　531人

×

生涯学習

課

25

26

児童館の整備、

児童館活動の充

実

24年度供用開始をめざし、味岡・岩崎中学校区の

味岡児童館を整備します。児童館で行う各種イベ

ント、講座の充実を図り、地域住民の交流の拠点

として、また、地域の子育て支援の拠点として機

能を強化します。

地域で行う子育て支援の拠点として、子どもから高

齢者まで、地域住民の相互交流を図るための事業を

実施できるよう支援を行う。地域活動を支援するた

めの情報提供を行う。

児童館数 ８館

中核機関である児童センターを除く７児童館全

てが、指定管理者による運営となった。月１回

開催する館長会において、公平性を図りながら

独自の事業も取り入れ、地域に根ざした児童館

づくりを目指す。

数値目標：児童館数　8館

中核機関である児童センターを除く７児童館全て

が、指定管理者による運営をしている。月１回開

催する館長会において、公平性を図りながら独自

の事業も取り入れ、地域に根ざした児童館運営を

行った。

児童館数：８館

○

こども政

策課

26

27

母親クラブの育

成

児童館等を拠点として、子どもが地域で健全に育

つためのボランティア活動を実施している母親ク

ラブを育成・支援します。

地域で行う子育て支援の拠点として、子どもから高

齢者まで、地域住民の相互交流を図るための事業を

実施できるよう支援を行う。地域における子育てを

活動を支援するための情報提供を行う。

クラブ員数 ８００人

各児童館で活動する母親クラブに対し、子育て

に関する知識の習得や仲間作りなどの手助けを

する。

数値目標：クラブ員数　800人

各児童館で活動する母親クラブに対し、子育てに

関する知識の習得や仲間作りなどの手助けをし

た。

クラブ員数：793人

×

こども政

策課

27

1地域にお

ける子育て

の支援

４　児童の

健全育成

２　保育

サービスの

充実

３　子育て

支援ネット

ワークづくり
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28

地域行事の発

掘・創造と参加

促進

地域の歴史や文化・芸術に触れる学習機会をより

一層充実します。

史跡小牧山主郭地区整備基本計画に基づき、小牧山

の史跡整備を進める。また、歴史館の利活用を促進

するため、事業実績の評価と検証を実施し、事業内

容の充実を図るとともに、平成25年度に小牧山築城

450年を迎えるにあたり、広く情報発信をし、郷土

意識の醸成や小牧の歴史・文化を盛り上げ振興する

よう努める。

歴史館入館者数

４５，０００

人

史跡小牧山主郭地区の発掘調査を実施する。歴

史館で夏休みにジュニア企画展を開催し小牧の

歴史・文化に興味を持ってもらうよう仕向け

る。こども遊びウイークを小牧山や史跡公園を

中心に開催し、子ども自身が選択して遊び・体

験する機会とする。

数値目標：45,000人

・史跡小牧山主郭地区整備の基礎資料を得るた

め、発掘調査を実施した。また、調査成果を報告

する現地説明会を開催した。

・夏休み期間中に小中学生を対象にした小牧市歴

史館企画展「織田信長ってどんな人？」を開催

し、期間中の約8,100人の入場があった。

・450年事業として、小牧山でレクリェーションや

親子ラリーを実施し親子で体を動かして楽しんだ

り、中高生が「中高生の力で“まち”をかえ隊」

としてお菓子のアイデア募集を企画実施した。ま

た、市民劇では、小学生から大人までが参加し、

地元のグループや近隣市町の団体と共演すること

で交流を深めることができた。市民劇に歌とダン

スで参加した小牧戦国少女隊は、非行防止キャン

ペーンや青少年健全育成市民大会に参加し一躍を

担った。

小牧市歴史館入館者数　71,972人

○

文化振興

課

28

29

地域における教

育・文化の振興

学校や地域社会における子どもたちの文化活動や

鑑賞の機会をより一層充実します。

人間性豊かな子どもの育成を目指し、ジュニアクラ

ブの活動支援の推進を図る。親子がともに鑑賞でき

る音楽コンサートの開催を充実させる。幼稚園・保

育園・小中学校で生演奏を聞く機会を提供し、音楽

への関心を高める。

・小中幼保などを対象に、引き続きオーケスト

ラ演奏鑑賞を行う。

・小中学生に対して、文化・美術・芸能など専

門家による指導支援を行い、ジュニアの文化活

動育成を図る。

・0歳からの豊かな心を育てるため、市民団体等

との協働により、親子がともに本格的な音楽に

ふれる機会を提供する。

・小中学校ではオーケストラ鑑賞事業、幼稚園・

保育園ではアンサンブル演奏会を実施し、生の演

奏や楽器を身近に見る機会を提供した。

・小中学校、高等学校へ中部フィルの楽団員や指

揮者を派遣し、吹奏楽部・金管バンド等の技術指

導及び授業支援を実施することによりレベルアッ

プを図った。

・文化協会の会員を授業や学校行事、伝統文化体

験活動に派遣し、教育効果の向上を図るとともに

情操教育推進に努めた。

・市民活動団体との共催により、「０歳からの家

族で楽しむクラシックコンサート」を２回公演で

開催した。

・鑑賞事業：小学校８校、中学校３校、幼稚園11

園、保育園19園

・音楽指導：延べ413名派遣

・文化協会：延べ285名派遣

・コンサート：155家族484名参加

○

文化振興

課

29

30

図書館の利用促

進

本への親しみや読書習慣をもってもらうため、乳

幼児のうちから本とふれあうことができる読み聞

かせ会などの機会を積極的に提供し、さらに保護

者には、絵本講座や読み聞かせに関する講座を複

数開催し、これらによって子育て支援機能を向上

させつつ、子ども読書活動の促進を図っていきま

す。

引き続き、子どもの本講座、本の読み聞かせ、折り

紙、絵本の展示など、親子を対象とした子ども読書

活動の促進を図る。

講座参加者数 ４２０人

今年度も、継続中である子ども読書活動推進計

画（第２次）推進のため、乳幼児、児童、保護

者、図書館支援ボランティアを対象とする講座

を複数開催し、読み聞かせ活動も昨年度と同様

に実施し、さらに、今年度は小牧山築城450年記

念事業としての読書啓発関連行事を行ってい

く。

数値目標：総参加人数目標　350人

保護者や子ども、読み聞かせボランティアを対象

とした講座やイベントを開催した。また、２５年

度は小牧山築城450年記念事業として「たしろちさ

と絵本原画展」及び「パパ'S絵本ライブ」を開催

した。

参加人数：講座・イベント　202人

　　　　　記念事業　538人

　　　　　計　740人

○ 図書館 30

31

いじめ不登校対

策会議

教育委員会、少年センター、家庭児童相談室など

の関係機関の情報交換により、いじめ、不登校等

の児童生徒の問題改善に向けて協議を行います。

関係機関との連携を密にすることにより、いじめ・

不登校の抑制・減少に努めます。

不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

関係機関との連携を密にすることにより、いじ

め・不登校の抑制・減少に努めます。

数値目標：不登校発生率　0%

いじめ、不登校案件について２か月に１回、また

必要に応じ情報交換、その対応について協議しま

した。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

31

32

適応指導教室の

充実

不登校児童生徒の心理的・情緒的な要因と人間関

係の改善を図り、自立心、社会性の育成により、

通常の学級集団への復帰をめざします。

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指します。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指しま

す。

数値目標：不登校発生率　0%

＜カルミア＞１７名の児童生徒が在籍、学校復帰

は５名でした。

＜アイトワ＞１１名の児童生徒が在籍、学校復帰

は２名でした。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

32

33

不登校児童生徒

訪問指導員の活

用

家に引きこもってしまった児童生徒等の家庭に不

登校児童生徒訪問指導員を派遣し、児童生徒との

ふれあいを通して、対人関係の改善や社会性の向

上を図ります。

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指します。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指しま

す。

数値目標：不登校発生率 0%

不登校児童生徒訪問指導員活動として、１８４回

の家庭訪問を行いました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

33

34

学校カウンセ

ラーの活用

いじめ・不登校等の問題に専門的な知識・技能を

もった学校カウンセラーが市内の各小中学校を巡

回し、心に悩みを持つ児童生徒や保護者、不登校

児童生徒の指導に悩む教員等の相談に応じます。

専門家が対応することにより、周囲が悩みに対する

正しい理解を深め、有効に対処するように努めま

す。

不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

専門家が対応することにより、周囲が悩みに対

する正しい理解を深め、有効に対処するように

努めます。

数値目標：不登校発生率　0%

県１２名、市４名のカウンセラーを配置しまし

た。

中学校は月４回程度、小学校は月２回程度の巡回

を行いました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

34

35

非行・暴力行為

対策の強化

心の教育や道徳教育の充実を図るとともに、警察

をはじめとする関係機関との連携を密にすること

により、児童生徒の非行や暴力行為の抑制・減少

を図ります。

関係機関との連携を密にすることにより、児童生徒

の非行や暴力行為の抑制・減少を図ります。

不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

関係機関との連携を密にすることにより、児童

生徒の非行や暴力行為の抑制・減少を図りま

す。

数値目標：不登校発生率　0%

生徒指導対策関係機関会議を５回開催しました。

関係機関の担当者が集まり、非行・問題行動の事

例について情報交換したり対応を協議したりしま

した。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

35

36

心の教室相談員

の充実

いじめ・不登校・家庭環境等により心の問題を抱

える児童、生徒へのケアを行うため、身近な相談

相手として心の教室相談員を配置しています。

相談・指導内容の充実を図ります。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

相談・指導内容の充実を図ります。

数値目標：不登校発生率　0%

全小中学校に配置された２７人の心の教室相談員

による合計相談件数は年間を通じて２５，５９０

件に上るなど、児童生徒の心の悩みの解消のため

に大きな役割を果たしました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

36

37

保育所地域活動

事業

保育園を拠点として、異世代交流、園児と一緒に

地域の子どもたちが健やかに育つ様々な活動を行

い、開かれた保育園を目指します。

保育園全園で年３回以上の実施を目指し、事業内容

の充実を図る。

開催回数 ７０回

年４回以上実施する園の数を伸ばし、事業内容

の充実を図る。

数値目標：開催回数　64回

世代間交流事業、保育所卒園児童との交流、地域

における異年齢交流の事業を年３回以上各保育園

で実施した。主な行事：七夕会、敬老会、運動

会、クリスマス会、老人福祉施設訪問など。開催

回数　70回

○ 保育課 37

38 園庭開放

保育園の園庭を解放し、子どもたちが同じくらい

の年齢の友達と遊んだり、保護者同士で情報交換

したり、子育ての悩みを相談したりできる場を提

供することにより、地域の子育て家庭に対する育

児を支援します。

保育園全園で地域の未就園児の遊び場やふれあいの

場として月2回園庭を開放。

参加者数 ２，３７０人

保育園全園で、地域の未就園児の遊び場やふれ

あいの場として同じくらいの年齢の友達と遊ぶ

場所を提供するよう月2回園庭を開放する。保護

者同士で情報交換したり、保護者の子育ての悩

みの相談を受け、育児の孤立化の解消を図り、

地域の子育て家庭に対する育児を支援します。

数値目標：参加者数　2,000人

地域に開かれた保育園として、遊具等園庭を開放

し、園庭での園児との遊び、親に対する子育て支

援相談を行った。

毎月2回(4月は1回)、1回開放時間:1時間(10:30～

11:30)、雨天時　中止。対応職員は正規保育士の

約半数があたり実施しました。

19園、全437回/年、1,728人（親･子）

× 保育課 38

1地域にお

ける子育て

の支援

５　その他

４　児童の

健全育成
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39

子育て家庭優待

事業

子育て家庭に「はぐみんカード」を配布し、この

カードを県内の協賛店舗等である「はぐみん優待

ショップ」で提示した方に、協賛店舗等が独自に

設定する割引・特典等様々なサービスを提供する

ことにより、子育て家庭を地域社会全体で支える

機運の醸成を図ります。

事業の定着を図り、協賛店舗の拡大に努める。 市内協賛店舗数 １００店

ホームページ、カード配布機関での啓発グッズ

配布などにより周知を図る。

数値目標：市内協賛店舗数　110店舗

ホームページ、カード配布機関での啓発グッズ配

布により周知を図った。

市内協賛店舗数　106店舗

×

こども政

策課

39

託児事業

男女共同参画社会の推進を図るための市民講座・

演劇や講演会などの事業に安心して参加できるよ

うに、託児サービスの充実を図ります。

みらい塾講座などまなび開催事業で託児サービスの

充実を図る。

託児者延べ人数 ５００名

みらい塾講座や自主事業などでさらなる託児

サービスの充実を図る。

みらい塾講座や自主事業などでさらなる託児サー

ビスの充実を図った。

託児者　366名

×

まなび創

造館

40

託児事業

子育て講座に、安心して参加できるように託児

サービスの充実を図ります。

子育て支援センター開催の講座での託児サービスの

充実を図る。

託児サービスを実施する

講座数／全講座数

80%

子育て講座の充実を図るとともに、託児ボラン

ティアが利用できる講座の割合を増加させる。

数値目標：託児サービスを実施する講座数／全

講座数　78％

子育て講座の充実を図るとともに、託児ボラン

ティアが利用できる講座の割合を増加させた。

託児付講座４講座／子育て講座２２講座＝18.2％

参加人数71人、託児ボランティア28人

×

こども政

策課

40

41

児童福祉週間の

行事事業

児童福祉週間期間中の５月５日は、温水プールを

子どもたちに無料開放します。

広報等で事業内容の周知 広報等で事業内容の周知を図る。

広報で周知して温水プールの無料開放を行い、児

童福祉週間のPRに努めた。

実績：大人660人　小人1,138人

○

こども政

策課

41

42 育児相談

保健センター、児童館において、育児に関する相

談を行い、育児不安の軽減に努めます。

育児不安の軽減に努めるため、育児相談を継続実施

する。

各児童館において、年3回ずつ育児相談を行い、

身近な場所での育児相談の場を提供し、育児不

安の軽減に努める。

各児童館において、年4回ずつ育児相談を行い、身

近な場所での育児相談の場を提供し、育児不安の

軽減に努めた。

○

保健セン

ター

42

43

育児相談専用電

話こまねっと

保健センターにおいて、子育てに関する身近な相

談窓口として電話相談を設置し、育児不安の軽減

に努めます。

育児不安の軽減に努めるため、子育て相談専用電話

による相談を継続実施する。

子育て専用電話による相談を継続実施する。 子育て相談専用電話による相談を継続実施した ○

保健セン

ター

43

44

パパママ教室

（妊婦教室）

安心して妊娠・出産・育児に取り組めるように、

また、生活習慣を見直し家族が心身ともに健康な

生活を営んでいくことができるよう支援するとと

もに、家族が一緒に子育てをする気持ちづくりを

行います。

安心して妊娠・出産・育児に取り組めるような親に

なる気持ちづくり、また、家族が心身ともに健康な

生活が営むことができるように支援する。広報など

で周知し、利用者の向上を図る。

参加者率

（参加者率＝参加者／母

子手帳交付数×2（夫婦）

15%

教室を開催し、安心して妊娠・出産・育児に取

り組める親になる気持ちづくりを支援してい

く。広報などで教室を周知し、利用者の向上を

図る。

数値目標：参加者数　10％

教室を開催し、安心して妊娠・出産・育児に取り

組める親になる気持ちづくりを支援した。

278人／1,303人×2（夫婦）＝10.7％

○

保健セン

ター

44

45

乳幼児健診（4か

月・1歳6か月・3

歳児健診）

乳幼児の心とからだの成長・発達を、親と確認

し、親のかかえている問題解決に向け支援しま

す。また、疾病の早期発見を図ります。

乳幼児の心と体の成長・発達を親と確認し、健康・

子育てに対して支援していく。受診率の向上を図

る。

受診率

（受診率＝受診者／４か

月児＋1.6歳＋３歳児の健

診対象者数）

100%

(※対象者全員

の受診を目指

す）

乳幼児の心と体の成長・発達を親と確認し、健

康・子育てに対して支援していく。また、受診

率の向上に努める。

数値目標：受診率　96％

乳幼児の心と体の成長・発達を親と確認し、健

康・子育てに対して支援した。また、受診率の向

上をはかった。

4,190人／4,253人＝98.5％

○

保健セン

ター

45

46

歯科健康診査（1

歳6か月・2歳3か

月・3歳児健診）

う歯の状況を把握し、適切な指導を行うととも

に、歯科疾患予防のための正しい生活習慣につい

ても指導を行います。

う歯の状況を把握し適切な指導を行うとともに、歯

科疾患予防のための正しい生活習慣についての指導

を継続実施していく。受診率の向上を図る。

受診率

（受診率＝受診者／1歳６

か月児＋2.3歳＋３歳児の

健診対象者数）

100%

(※対象者全員

の受診を目指

す）

う歯の状況を把握し適切な指導を行うととも

に、歯科疾患予防のための正しい生活習慣につ

いての指導を継続実施し、受診率の向上を図

る。

数値目標：受診率　93％

う歯の状況を把握し適切な指導を行うとともに、

歯科疾患予防のための正しい生活習慣についての

指導を継続実施した。

4,055人／4,307人＝94.1％

○

保健セン

ター

46

47 母親歯科健診

母親の口腔環境が子どもに影響を及ぼすと考えら

れていることから、母親が口腔内の状況を知り、

歯科疾患の早期発見、早期予防を図ります。

母親が口腔内の状況を知り、歯科疾患の早期発見、

早期予防を図るとともに、受診率の向上を図る。

受診率

（受診率＝母親受診者／4

か月児健診対象者数）

100%

(※対象者全員

の受診を目指

す）

母親の口腔環境の重要性を周知し、母親歯科検

診の受診率の向上を図る。

数値目標：受診率　95％

母親の口腔環境の重要性を周知した。

1,311人／1,428人＝91.8％

×

保健セン

ター

47

48 乳幼児発達相談

精神・運動発達に不安をもつ親子に対して発達を

確認して生活指導を行うことで、発達を獲得して

いく支援をします。

精神・運動についての発達に不安をもつ親子に対し

て発達を確認し生活指導を行うことにより、子育て

の不安が解消、軽減できるよう必要時に相談を利用

してもらう。

精神・運動についての発達に不安をもつ親子に

対して発達を確認し生活指導を行うことによ

り、子育ての不安が解消、軽減できるよう必要

時に相談を利用してもらえるよう努める。

精神・運動についての発達に不安をもつ親子に対

して発達を確認し生活指導を行うことにより、子

育ての不安が解消、軽減できるよう必要時に相談

を利用してもらえるよう努めた。

○

保健セン

ター

48

49 母乳相談

母親が母乳育児をすすめる上で出てくる問題点や

疑問点に対して、気軽に相談ができる場であり、

母と子が安定した生活を送ることができるよう支

援します。

母乳育児をすすめる上で出てくる問題点や疑問点に

対して、気軽に相談ができる場を設け、母乳を通し

た愛着形成を支援する。

母親が母乳育児をすすめる上で気軽に相談がで

きる場を提供し、母と子が安定した生活を送る

ことができるよう支援する。

母親が母乳育児をすすめる上で気軽に相談ができ

る場を提供し、母と子が安定した生活を送ること

ができるよう支援した。

○

保健セン

ター

49

50 離乳食教室

各時期に応じた適切な離乳ができるように、離乳

食の順調な摂り方やバランスのよい食品の摂り方

など、具体的な助言、指導を行います。

味の原点である離乳食を通して、健康な食生活の基

本を伝え支援する。

参加者率

（参加者率＝参加者（親

の人数）／出生数、目標

値：現状の回数による合

計定員枠は530人）

35%

離乳食初期、後期の教室を毎月開催していく。

数値目標：参加率　30％

離乳食初期、後期の教室を毎月開催した。

（301人＋201人）／1,332人＝37.6％

○

保健セン

ター

50

51

乳幼児健康診査

事後検診・相談

健康診査後、必要に応じて経過を親と確認できる

検診や相談を行います。

健康診査後、必要に応じて経過を親と確認できる検

診や相談を行い、安心して子育てができるよう支援

する。

受診率

（受診率＝受診者数／受

診対象者数）

100%

健康診査後、経過観察が必要な児に対し、医

師、保健師等により検診、相談を行う。

４か月、３歳事後検診年１２回、１歳半事後検

診年６回開催。

数値目標：受診率　90％

健康診査後、経過観察が必要な児に対し、医師、

保健師等により検診、相談を行った。

415人／501人＝82.8％

×

保健セン

ター

51

52-1 乳幼児予防接種

適切な時期に予防接種ができるように支援を行

い、伝染の恐れのある疾病の罹患予防及び蔓延の

予防を図ります。

健診などの機会を活用し、適切な時期に予防接種が

出来るように支援し、接種率の向上を図る。

三種混合1期初回他

接種率

（接種率＝接種者数／接

種対象者数）

93.9%

他

適切な時期に予防接種が出来るよう支援し、接

種率の向上に努める。

適切な時期に予防接種が出来るよう支援し、接種

率の向上に努めた。

三混１期初回　接種率　32.6％

１期追加　　　接種率　67.9％

二種混合　　　接種率　57.4％

×

保健セン

ター

52-1

52-2

子宮頸がん予防

ワクチン等予防

接種

適切な時期に予防接種ができるように支援を行

い、子宮頸がん、細菌性髄膜炎等の疾病の発生の

予防を図ります。

対象者が接種を受けやすい環境を整え、広報等で周

知し、適切な時期に予防接種ができるように支援す

る。

85.00%

いろいろな機会をとおして３種の予防接種の周

知につとめ、接種率の向上を図る。

適切な時期に予防接種が出来るよう支援し、接種

率の向上に努めた。 ×

保健セン

ター

52-2

40

1地域にお

ける子育て

の支援

５　その他

２　すべて

の親子の健

やかな成長

への支援

１　子どもや

母親の健康

の確保
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52-3

水痘・おたふく

かぜワクチン予

防接種費用助成

事業

任意予防接種である「水痘ワクチン」「おたふく

かぜワクチン」の接種費用を全額助成し、接種を

受けやすい環境を提供することにより、水痘、お

たふくかぜの疾病の発生の予防を図ります。

対象者が接種を受けやすい環境を整え、広報等で周

知し、適切な時期に予防接種ができるように支援す

る。

水痘、おたふくかぜワクチンの予防接種の周知

につとめ、接種率の向上を図る。

水痘、おたふくかぜワクチンの予防接種の周知に

つとめ、接種率の向上を図った。

水痘　1,572人

おたふくかぜ　1,792人

○

保健セン

ター

52-3

53

マタニティキー

ホルダーの配布

妊娠中であると周囲に気づきにくい時期に「マタ

ニティーキーホルダー」をかばん等につけて外出

することで、周囲の人に妊娠中であることを知ら

せることができ、公共交通機関で優先席を利用し

やすくしたり、周囲でタバコを吸わない等の配慮

を促すことで、妊婦に優しい地域づくりを進めま

す。

より一層「マタニティマーク」について啓発し妊婦

に優しい環境づくりを目指す。

母子手帳交付時にマタニティーキーホルダーの

使い方を周知するとともに、広報等でマタニ

ティキーホルダーについての周知に努める。

親子健康手帳交付時にマタニティーキーホルダー

の使い方を周知するとともに、ポスター掲示をし

てマタニティキーホルダーについての周知に努め

た。

○

保健セン

ター

53

54

生活習慣改善指

導の充実

食生活の改善を通して、健やかな心と体づくりを

推進するボランティア団体、食生活改善推進員

（ヘルスメイト）の支援と養成に努めます。

健やかな成長のため、規則正しい生活リズムやバラ

ンスのとれた食生活等の正しい健康知識を伝え、児

童生徒の生活習慣の改善につながるような健康教育

を継続実施する。

ヘルスメイトの人数 ４０人

23年度から始まった市内小中学校での家庭科の

調理実習サポート事業を行い食育の推進に努め

る。また、引き続き市内の中学校２校でヘルス

サポート事業を行う。

数値目標：ヘルスメイトの人数　40人

23年度から始まった市内小中学校での家庭科の調

理実習サポート事業を行い食育の推進に努める。

また、引き続き市内の中学校２校でヘルスサポー

ト事業を行った。

数値実績：ヘルスメイトの人数　49人

○

保健セン

ター

54

55 食育推進計画

食育推進計画に基づき「食事バランスガイド」等

の食生活上の指針を参考に、発達段階に応じた食

に関する学習の機会や情報提供に努めます。

市民による「こまきし食育応援団（サポーター）」

を登録し、活動を支援します。

食育応援団（サポー

ター）の登録数

10件

第2次食育推進計画に基づき、引き続き、市民、

事業所、関係団体等から、こまき食育応援団

（サポーター）を募集し、その活動を支援しま

す。

「いきいきこまき」に参加し、食育に関する情

報提供に努める。

数値目標：食育応援団（サポーター）の登録数

16件

農業祭の「食育ブース」で、こまき食育応援団(サ

ポーター)と食育推進チームが一体となり、食育活

動を通じ市民に情報提供するなど、機運を盛り上

げていった。

食育応援団の登録数：15件

× 農政課 55

56

３　思春期

保健対策の

充実

生徒への情報提

供

　　（安心相談

カード）

性問題遭遇時に、安心して相談できる機関を紹介

するカードを作成し中学2年生全員に配ります。

性問題遭遇時に利用できる「安心相談カード」の配

布を継続実施する。

性問題遭遇時に、誰かに

相談する割合

60%

性に関する問題遭遇時に安心して相談できる機

関へつなげられるよう中学2年生に、学校で安心

相談カードを配布します。

（※25年度アンケート実施しないため、割合の

算出不可）

性に関する問題遭遇時に安心して相談できる機関

へつなげられるよう中学１・２年生に、学校で安

心相談カードを配布した。

○

保健セン

ター

56

57

４　小児医

療の充実

休日急病診療所

（小児医療科）

の充実

休日等の急な病気の時に、休日救急診療所で診療

を受けることができます。

市内小児医療の情報提供と休日急病診療所での小児

医療の継続

休日急病診療所での小児医療の継続に努めると

ともに市内小児医療の情報提供と休日急病診療

所での小児医療の周知に努める。

休日急病診療所での小児医療の継続に努めるとと

もに市内小児医療の情報提供と休日急病診療所で

の小児医療の周知に努めた。

○

保健セン

ター

57

58

中・高校生ふれ

あい体験事業

（赤ちゃん、幼

児、高齢者）

子育て支援センターなどで乳幼児とふれあう機会

を提供し、親となるための学習機会を提供しま

す。

次代の親となる中学生・高校生が、乳幼児と触れ合

う機会を提供することで、子どもを生み育てること

などの意義を理解できるよう支援する。

ジュニア奉仕団の活動等を捉え、児童館等にお

いて中学生が子どもとふれあう機会を提供す

る。

各館のイベントに積極的にジュニア奉仕団を受け

入れ、児童館において中学生が子どもとふれあう

機会を提供した。

こども政

策課

58

59

若年者の子育て

意識の醸成

保健・福祉の体験学習など、若いうちから子育て

に関する学習機会を提供することにより、結婚や

子育てに対する意識の醸成を図ります。

地域の子育て支援意識の醸成に向け、保健・福祉な

ど各分野で連携し、啓発広報を行う。

広報の特集紙面を利用し、結婚や子育てに対す

る意識の醸成を図る。

県主催の講演やセミナーなどのチラシを窓口に置

き、啓発に努めた。

こども政

策課

59

60 生きる力の育成

児童生徒の生きる力を育む学校教育を推進しま

す。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能力を

生かせる学校づくりを推進します。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能

力を生かせる学校づくりを推進します。

ゆとりとふれあいの中で各学校が創意工夫を生か

し、特色ある教育活動を実践し、児童生徒の生き

る力の育成に取り組みました。

学校教育

課

60

61

思いやりある心

豊かな子どもの

教育

思いやりある心豊かな人間性を育む道徳教育の充

実を図ります。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能力を

生かせる学校づくりを推進します。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能

力を生かせる学校づくりを推進します。

子ども達の心に訴え、自らに問いかけることがで

きる指導法を工夫したり、積極的に体験活動や実

践を取り入れた授業を行ったりしました。

学校教育

課

61

生と性のカリ

キュラムに基づ

く実践活動

いのちを大切にし、生きる力をもつ子どもが育つ

ように、保護者、地域、行政関係者が連携し、継

続的にかかわることができるカリキュラムに基づ

き実践します。

生と性のカリキュラム実践活動に参画します。 生と性のカリキュラム実践活動に参画します。

小中学校における推進計画に基づき、実施依頼を

しました。

学校教育

課

62

生と性のカリ

キュラムに基づ

く実践活動

いのちを大切にし、生きる力をもつ子どもが育つ

ように、保護者、地域、行政関係者が連携し、継

続的にかかわることができるカリキュラムに基づ

き実践します。

いのちを大切にし、生きる力をもつ子どもが育つよ

うに、親・地域・学校が生と性に関するカリキュラ

ムに基づき実践する。

平成23年度から始めた小学校低学年に対するい

のちの学習を引き続き実施し、自己肯定感を育

むよう指導する。

市内全小学校において、低学年にいのちの学習

を実施する。

（※25年度アンケート実施しないため、割合の

算出不可）

市内の全小学校において2年生を対象に対するいの

ちの学習を実施し、自己肯定感を育むよう指導す

る。中学3年生に対して9校中7校において実施し

た。

○

保健セン

ター

62

63 心の教育の充実

児童生徒の心の教育を進めるため、道徳教育やボ

ランティア活動、交流授業などの充実を図りま

す。

ボランティア活動など、体験に基づいた道徳教育の

充実を図ります。

ボランティア活動など、体験に基づいた道徳教

育の充実を図ります。

各小中学校の計画により、体験活動を実施した

り、それを基にした道徳の授業を実践したりしま

した。

学校教育

課

63

64 学校の施設開放

スポーツ活動及び青少年の健全育成の実践の場と

して、児童、生徒その他一般市民に対し、学校施

設の一部を開放します。

市民総スポーツ化を目指してスポーツ振興会や競技

団体の活動の場として、またジュニア育成事業に市

内公立校の体育施設を広く市民に開放

学校施設利用人数

２００，００

０人

利用者目標：学校施設利用者数　200,000人

運動場（16小学校・1中学校・3高等学校）、体育

館（16小学校・9中学校）、プール（16小学校）、

柔剣道場（8中学校）を開放した。

学校体育施設利用者　239,928人

○

スポーツ

推進課

64

65

親子ふれあい体

操教室

親と子又は友達同士とのふれあいのなかで、親は

遊ばせ上手に、子供は遊びを通じて生きる力を育

て、社会への適応力を補う。

親子ふれあい体操教室

3教室40組240人

参加親子数 3教室40組

平成24年度は参加親子数が目標数を達成。平成

25年度は前年度と同程度の3教室40組240人とす

る。

目標の3教室40組240人を達成した。

3教室40組240人

○

スポーツ

推進課

65

66

児童・生徒の健

康管理の充実

身体の成長に関わりの深い食事や運動等について

の保健指導や食指導を通じて、健康の保持・増進

に主体的に取り組むことができるように促しま

す。

保健指導・食指導の充実を図ります。 保健指導・食指導の充実を図ります。

保健体育、健康診断、給食等を通じて健康の大切

さを認識してもらいました。

学校教育

課

66

62

１　次代の

親の育成

２　食育の

推進

１　子どもや

母親の健康

の確保

３子どもの

心身の健や

かな成長に

資する教育

環境の整

備
２　子どもの

生きる力の

育成に向け

た学校の教

育環境等の

整備

２　すべて

の親子の

健やかな成

長への支

援

5 ページ



小牧市次世代育成支援対策行動計画後期計画・平成25年度実績報告シート

 

指標指標指標指標 目標値目標値目標値目標値 実績及び課題実績及び課題実績及び課題実績及び課題 達成状況達成状況達成状況達成状況

担当課担当課担当課担当課事業の方向性事業の方向性事業の方向性事業の方向性

平成26年度目標値（計画策定時）平成26年度目標値（計画策定時）平成26年度目標値（計画策定時）平成26年度目標値（計画策定時）

主 要 事 業主 要 事 業主 要 事 業主 要 事 業 事       業       内       容事       業       内       容事       業       内       容事       業       内       容

平成25年度実績平成25年度実績平成25年度実績平成25年度実績

平成25年度目標平成25年度目標平成25年度目標平成25年度目標

番番番番

号号号号

基本目標基本目標基本目標基本目標 施策施策施策施策

67

特色ある学校づ

くりへの取組

各小・中学校が創意工夫し、地域の特性や人材を

活かした特色ある教育活動を推進します。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能力を

生かせる学校づくりを推進します。

教育ビジョンに基づいた、一人一人の個性と能

力を生かせる学校づくりを推進します。

全２５小中学校で実施しました。

補助金総額　19,994,597円

学校教育

課

67

68

幼保一元化の推

進

保育園と幼稚園が同じ敷地内で連携して就学前教

育や保育を行う幼保一元化について検討します。

幼保一元化を視野にいれ、検討を続けます。 幼保一元化を視野にいれ、検討を続けます。

国の検討内容を見つつ、一元化の研究を行いまし

た。

保育課 68

69 幼児教育の充実

高齢者との交流機会や動植物の飼育、栽培機会な

どを通し、人や自然とのふれあいを大切にした道

徳性の芽生えを育むなど、幼児教育の充実を図り

ます。

小学校以降の学習の基盤を作る場として、個々の可

能性を伸ばす教育を充実させます。

小学校以降の学習の基盤を作る場として、個々

の可能性を伸ばす教育を充実させます。

２回の幼年期教育推進会議を開催し、延べ１４５

名が参加しました。

学校教育

課

69

70 スポーツ教室

キッズビクス教室・親子リズム体操教室などを開

催し子どもの健康づくりを促進します。

子どもたちが、様々な体験を通じて健康な身体を育

める講座を実施する。

参加者数 定員と同じ

子どもたちが、ちびっこサッカー教室など様々

な体験を通じて健康な身体を育める講座を実施

する。

参加者数目標：定員の8割

子どもたちが、様々な体験を通じて健康な身体を

育める講座を実施した。

参加者数　350名

×

まなび創

造館

70

71

幼児期家庭教育

学級

家庭の教育力を向上させるため、全幼稚園、保育

園での幼児期家庭教育学級を推進します。

親子の交流、保護者の情報交換を通じて家庭教育の

重要性を理解するため、幼稚園・保育園の家庭教育

学級を支援する。

実施園数

（保育園:19園、幼稚

園:11園）

３０園

親子の交流、保護者の情報交換を通じて家庭教

育の重要性を理解するため、幼稚園・保育園の

家庭教育学級を支援するとともに、より充実し

た学級運営ができるよう調査・相談を行う。

数値目標：実施園数　30園

親子の交流、保護者の情報交換を通じて家庭教育

の重要性を理解するため、幼稚園・保育園の家庭

教育学級を支援した。

実施園数　29園（保育園：18園、幼稚園：11園）

×

生涯学習

課

71

72

家庭教育推進事

業

小・中学校において、家庭教育の大切さを学習し

たり、親子がふれあい、絆を深める機会を提供す

るなどにより、地域ぐるみで子育てを支援しま

す。

ＰＴＡ活動事業として全小中学校で、親子交流、保

護者の情報交換、家庭・地域・学校の連携を進める

よう支援する。

実施学校数

（小学校:16校、中学校:9

校）

２５校

ＰＴＡ活動事業として全小中学校で、親子交

流、保護者の情報交換、家庭・地域・学校の連

携を進めるよう支援するとともに、地域全体で

青少年育成が図れるよう、関係者のネットワー

クづくりを進める。

数値目標：実施学校数　25校

ＰＴＡ活動事業として全小中学校で、親子交流、

保護者の情報交換、家庭・地域・学校の連携を進

めるよう支援するとともに、地域全体で青少年育

成が図れるよう、関係者のネットワークづくりを

進めた。

実施学校数　25校（小学校：16校、中学校：9校）

○

生涯学習

課

72

73

「家庭の日」啓

発事業

「家庭の日（毎月第３日曜日）」の普及を図るこ

とにより、互いの気持ちや考えを理解し、心を通

わせる親子の対話を促進します。

「家庭の日」を通じて親子の交流が図られるよう、

青少年健全育成市民会議等の協力を得て啓発を行

う。

「家庭の日」を通じて親子の交流が図られるよ

う、青少年健全育成市民会議等の協力を得て効

果的な啓発を行う。

ポスター募集、作品展示や啓発活動により、「家

庭の日」の周知・普及に努めた。

こども政

策課

73

74

親子の対話の促

進

「家庭の日（毎月第３日曜日）」の普及を図るこ

とにより、互いの気持ちや考えを理解し、心を通

わせる親子の対話を促進します。

自然とのふれあい体験事業などを実施することによ

り、心を通わせる親子の対話を促進します。

自然とのふれあい体験事業などを実施すること

により、心を通わせる親子の対話を促進しま

す。

ポスター募集や啓発活動により「家庭の日」の周

知・普及に努めました。

学校教育

課

74

75

レクリエーショ

ンリーダーの育

成

講習会・研修会の計画的な開催などにより、プロ

グラムの作成やゲームやレクリエーションの実技

指導ができるリーダーの育成に努めます。

地域でレクリエーションリーダーを育成に努め、地

域でのレクリエーション活動等の幅を広げる支援を

行う。

年少リーダー養成講座開

催回数

６回/年

市子連が開催する年少リーダー養成講座を通し

て、地域でのレクリエーション活動を支援す

る。

数値目標：年少リーダー養成講座回数　年8回

市子連が開催する年少リーダー養成講座を通し

て、地域でのレクリエーション活動を支援した。

年少リーダー養成講座回数：年8回

○

こども政

策課

75

76

放課後子ども教

室

すべての小学生を対象として、安全・安心な放課

後の活動拠点を小学校の特別教室等に設け、地域

の方々の協力を得て、学びやスポーツ、文化活動

等の機会を提供する。事業を円滑に実施するた

め、学校地域コーディネーターを各学校に派遣し

ます。

地域住民の協力を得て、安全・安心な環境で、子ど

もたちが様々な体験や地域との交流が図れるよう事

業を継続する。

実施学校数 １６校

地域住民の協力を得て、安全・安心な環境で、

子どもたちが様々な体験や地域との交流が図れ

るよう、関係者の情報交換・必要情報の提供を

行い、事業の充実を図る。

数値目標：実施学校数　16校

実績：実施学校数　小学校16校 ○

こども政

策課

76

77 地域３あい事業

地区の会館を利用し、子どもから大人までが交流

できる事業を支援することで、地域活動の活性化

を図り、地域の教育力を高めます。

子どもから高齢者まで、地域住民の相互交流を図る

ための事業を実施できるよう支援を行う。地域活動

を支援するための情報提供を行う。

実施地区数 ６７区

地域の実情に合わせた取組みがしやすいよう、

実施条件を２段階で選択できる方式とし、実施

地域の拡大を図る。平成24年度実施地区数72区

となり、今後は引き続き活動内容の精査を図

る。

地域の実情に合わせた取組みがしやすいよう、実

施条件を２段階で選択できる方式とし、実施地域

の拡大を図った。補助を受けた平成25年度実施地

区数71区となり、活動内容の精査を図った。

実施区数　71区

○

生涯学習

課

77

78

異世代交流等の

促進

運動会での地域住民や高齢者との競技などをはじ

め、異世代交流の促進を図ります。

地域の老人、卒園児など、地域住民へ保育園行事へ

の参加を呼びかけ地域の異世代との交流を実施す

る。

開催数 ７０回

年４回以上実施する園の数を伸ばし、事業内容

の充実を図る。

数値目標：開催回数　64回

地域の老人、卒園児など、地域住民へ保育園行事

への参加を呼びかけ地域の異世代との交流を実施

した。

開催回数　70回

○ 保育課 78

79

こどもエコクラ

ブの育成

幼児から高校生までの子どもが行う環境学習や、

環境保全活動を奨励し、こどもエコクラブに登録

している団体活動に対し支援を行う。

幼稚園・保育園・小中学校を中心にＰＲを行い、市

内で5団体、100人の加入をめざす。またその活動に

対し、会場提供などの支援や情報発信を積極的に行

う。

登録団体・登録者数

５団体、１０

０人

幼稚園・保育園・小中学校を中心にＰＲを行

い、市内で5団体、100人の加入をめざす。また

その活動に対し、会場提供などの支援や情報発

信を積極的に行う。

【実績】校長会・園長会及び環境のイベントなど

で参加募集の案内を行った。2団体248人

【課題】ここ数年、参加団体が変わらず、あたら

しく参加する団体もない。

×

環境対策

課

（学校教

育課

保育課）

79

80

子ども会活動の

活発化

子ども会活動を活性化するため、子ども会連絡協

議会及び地域子ども会活動を支援します。

市子連加入の単位子ども会を増やし、子ども会活動

の活性化に取り組む。

市子連と児童館との協賛によるこまキッズフェ

スタを開催し、子どもに遊びを提供することに

より健全育成を促すとともに、単位子ども会の

加入推進を図る。

市子連と児童館との協賛によるこまキッズフェス

タ2013を開催し、子どもに遊びを提供することに

より健全育成を促すとともに、単位子ども会の加

入推進を図った。

こども政

策課

80

81

学校地域コー

ディネーター派

遣事業

学校と地域の連携による地域の教育環境づくりや

活性化を図るため、地域の実情に詳しいＰＴＡの

ＯＢなどからコーディネーターを選任、派遣しま

す。

全小中学校への配置を行い、地域・学校が連携でき

るよう継続支援を行う。活動内容の充実に努める。

地域全体で学校の教育活動や、環境整備などの

支援をする体制づくりを推進するため、学校地

域コーディネーターの活動の充実を図る。

学校地域コーディネーターを派遣

派遣人数　9中学校に13人、16小学校に26人

○

こども政

策課

81

82

４　子育て

を支援する

生活環境

の整備

１　子どもや

子育て家庭

が暮らしや

すいまちづく

り

子育てバリアフ

リーの意識啓発

等の推進

市と住民が協働し、乳幼児と保護者が外出する際

の遊び場、授乳コーナー、一時預かりの実施場所

などを示したマップを作成し、子育て家庭に配布

するとともに、妊婦、子ども、子ども連れの人が

安心して外出できるよう、周囲に思いやりの心を

もった行動をうながすよう意識啓発の取り組みを

推進します。

既存の子育て支援センターにおいても授乳コーナー

等を設置するとともに、授乳やおむつ替えが可能な

設備を提供できる公共施設、民間施設を「赤ちゃん

の駅」として登録し、地域全体で子育てできる環境

づくりの推進に努める。

25年度から配布する新しい子育て支援ガイド

ブックを活用し、子育てバリアフリーの意識啓

発に取り組む。

内容を校正した新たな子育て支援ガイドブックを

活用し、子育てバリアフリーの意識啓発に取り組

んだ。

こども政

策課

82

３子どもの

心身の健や

かな成長に

資する教育

環境の整

備

３　家庭や

地域の教育

力の向上

２　子どもの

生きる力の

育成に向け

た学校の教

育環境等の

整備
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83

人にやさしいま

ちづくりの推進

ユニバーサルデザインの考え方を基本として、障

がいのある人はもちろん、子どもや妊婦、子ども

連れの人が安心して利用できるよう、誰もが利用

しやすいように配慮した建築物、公共交通機関、

道路等の整備に努めます。

障害者基本法及び第２期障がい者計画に基づき、障

害のある人も地域の中で普通の暮らしができる人に

やさしいまちづくりを推進する。

心のバリアフリーを推進するため、発達障がい

や障がい者の暮らしを支援したり、理解を深め

られる研修等を関係機関等と連携して実施す

る。また、高齢者・障がいのある人を含む誰も

が、快適かつ安全な移動を確保するための施設

の整備、高齢者等の利用に配慮した建築物の整

備の促進等を図る。

療育支援の講習会を年７回開催した。

福祉課

関係課

83

84

子ども連れに配

慮した公共施設

の整備

子育て中の親が気軽に外出し、社会参加できるよ

うに、公共施設等へのベビールームや授乳コー

ナーなどの設置を促進します。

妊産婦、乳幼児連れ、お年寄り障がい者等すべての

人が安心して外出できるよう施設整備に努めるとと

もに、すでに整備してある施設を「赤ちゃんの駅」

として登録し、積極的なＰＲに努める。

新庁舎1階のキッズコーナ及び授乳室、味岡児童

館など新設した場所について、周知を図る。

ホームページに掲載し、周知を図った。 関係課 84

85

公園、広場等の

整備・充実

子どもや親子連れが安全、快適に利用できるよう

に、都市公園、児童遊園などの維持、管理、整備

に努めます。

遊具の老朽化に伴い、安全確保のため計画的に遊具

の取替え計画を立て、予算化し実施していく。

都市公園の新設・遊具の

計画的な取り替え

公園の新設

２か所

公園新設２箇所、ブランコ６基、スベリ台６基

の遊具取り替え、児童遊園５箇所の再整備を計

画、また防災、安全を兼ねたソーラー照明灯１

０基を設置を予定。

安全で遊びやすい環境づくりに努める。

安全で遊びやすい環境づくりのため、公園新設、

遊具取替え、児童遊園の再整備を実施した。

公園新設２箇所、遊具取替３基、バックネット改

修１箇所、児童遊園再整備５箇所、ソーラー照明

灯１０基

○

みどり公

園課

85

86

子ども医療費の

助成

中学校卒業までの児童を対象に、健康保険の保険

診療の自己負担分を助成します。

県補助の動向、県内各市の状況等を考慮しつつ、現

行の助成基準で実施を継続予定

対象となる子どもの数

２２，６８９

人

対象となる子どもの数　22,300人 対象となる子どもの数　21,913人 ×

保険年金

課

86

87

出産奨励手当の

支給

１年以上市内に居住し第３子以上を設けた人に対

し、出産奨励手当を支給します。

国の健康保険などの出産育児一時金支給制度の充実

が図られているため、平成２５年度をもって事業を

廃止。

受給者数 ２５０人

引き続き手当を支給することにより、出産の奨

励に取組み、子育て世帯の負担軽減に努める。

数値目標：受給者数　230人　　　※平成25年度

をもって事業終了。

引き続き手当を支給し、子育て世帯の負担の軽減

に努めた。

実績：受給者数　203人

※平成25年度をもって事業終了。

×

こども政

策課

87

88

すこやか子育て

支援事業

第３子以降の児童を市立保育園に就園させている

家庭に対し、保育料の負担を軽減する。

３番目以降の児童を就園させている家庭に対し、保

育料の負担を軽減する。

対象者数 ４００人

3番目以降の児童を就園させている家庭に対し、

保育料の負担を軽減する。

数値目標：400人

第三子以降の保育料無料を実施。

395人

× 保育課 88

89 児童手当の支給

中学校卒業までの児童を養育している保護者に対

し、児童手当を支給します。

国の制度に基づき、児童手当を支給する。 対象となる児童の数

２２，６８９

人

児童手当を支給する。支給額は、3歳未満の児童

1人につき月額15,000円、3歳以上小学生までの

第1，2子10,000円、第3子以上15,000円、中学生

10,000円を支給する。なお、所得制限限度額を

超えた場合は児童1人につき一律5,000円の支給

額となる。

数値目標：対象となる児童の数　22,300人

児童手当を６月、１０月、２月に支給した。

対象となる児童の数　22,574人

○

こども政

策課

89

90

幼稚園就園奨励

費補助

幼稚園に通園させている家庭の負担を軽減するた

め、所得の状況に応じて保育料の減免・補助を行

います。また３番目以降の児童を幼稚園に通園さ

せている家庭に対し保育料の助成を行います。

保護者への経済的支援の充実を図ります。 保護者への経済的支援の充実を図ります。

国庫補助対象分

園児　1,912人　205,125,300円

市単独補助分（国庫補助対象外分）

園児　 562人　    6,516.800円

市単独補助分（３番目以降の児童）

園児　 345人　  42,154,900円

学校教育

課

90

91

私立高等学校、

専修学校（高等

課程）授業料補

助

私立高等学校、専修学校に通学させている家庭の

負担を軽減するため、所得の状況に応じて授業料

の一部を助成します。

保護者への経済的支援の充実を図ります。 保護者への経済的支援の充実を図ります。

補助金受給者　580人

助成金額　　　7,089,800円

学校教育

課

91

92

妊婦・乳幼児健

康診査費用の助

成

医療機関で受診する妊婦・乳児健康診査の自己負

担分の軽減することにより、健康診査を受診しや

すくし、母体や胎児の健康確保と疾病の早期発見

に努めます。

妊婦健康診査助成回数を１４回実施し、母体や胎

児、乳児の健康確保と疾病の早期発見に努め、必要

時に支援する。

妊婦健診を無健診で出産

する妊婦数

０件

（※健診しな

いで出産する

妊婦をなく

す）

平成24年度と同じ内容で妊婦健康診査（１４

回）を実施していく。

数値目標：出産までに健診を受けない妊婦　０

件

妊婦健康診査受診券（14回）を助成した。

出産までに健診を受けない妊婦　３件

×

保健セン

ター

92

93

不妊治療等費用

の助成

不妊治療にかかる経済的負担の軽減を図ります。

また、費用助成とともに、不妊治療には専門的な

知識が必要であるため、県不妊専門相談事業のＰ

Ｒを実施しています。

広報等での周知や医療機関等に制度の紹介をし、必

要時に対象の夫婦が利用できるようにする。

啓発活動

広報回数：６

回

ポスター設

置：30か所

制度のPRと共に、不妊治療には専門的な知識が

必要であるため、県不妊専門相談事業のＰＲに

努める。

数値目標：広報6回、ポスター30箇所

制度のPRにつとめた。また、不妊治療には専門的

な知識が必要であるため、県不妊専門相談事業の

ＰＲに努めた。

広報４回、医療機関周知51箇所、県不妊相談事業

ポスター掲示

○

保健セン

ター

93

一般事業主行動

計画及び特定事

業主行動計画の

推進及び支援

一般事業主行動計画及び特定事業主行動計画の実

施に関する相談や、計画の取組を促進するための

周知・啓発を行います。

第2期小牧市特定事業主行動計画に基づき、公務と

子育てを両立していける環境を引き続き整備してい

く。

子育て支援環境の充実を図り、職員の子育てを

支えるため、平成21年度に策定した第2期特定事

業主行動計画に基づき、職員の仕事と家庭生活

の両立のための周知・啓発を、互助会報・グ

ループウエアなどにより、積極的に行う。

仕事と家庭生活の両立のため、引き続き毎週水曜

日にノー残業デーであることをグルーウェアに表

示した。また、毎月第３水曜日は一斉消灯ノー残

業デーとし、定時退庁を呼びかけるとともに、庁

内の一斉消灯を行った。

人事課 94

一般事業主行動

計画及び特定事

業主行動計画の

推進及び支援

一般事業主行動計画及び特定事業主行動計画の実

施に関する相談や、計画の取組を促進するための

周知・啓発を行います。

引き続き広報、啓発活動をすすめる。 広報掲載回数 １回/年

広報において年１回、一般事業主行動計画につ

いて掲載し周知・啓発を行う。

広報において、一般事業主行動計画について掲載

し周知・啓発を行わなかった。

０回/年

×

商工振興

課

94

95

職場の理解と協

力体制の強化

事業主・従業員の職場における問題に対処するた

め、労働問題セミナーを開催します。

より充実したセミナーを開催し、企業の理解と協力

を図る。

セミナー開催回数 １回/年

労働講座の内容の充実を図り、年１回開催す

る。

労働講座を開催した。

１回/年

○

商工振興

課

95

94

２　経済的

支援策の充

実

１　子どもや

子育て家庭

が暮らしや

すいまちづく

り

４　子育て

を支援する

生活環境

の整備

５　職業生

活と家庭生

活との両立

の推進等

１　仕事と生

活の調和の

実現のため

の働き方の

見直し
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96 職業相談

出産や育児のために退職した女性が再就職できる

よう、相談や情報提供などの支援を行います。

積極的な情報提供を図り、再就職の支援を行う。 求職・求人相談件数

相談件数9,000

件

※但し、男女

合計の数字。

性別の統計は

無い。再就職

以外の相談件

数含む

春日井職業安定所が、出先機関（ふるさとハ

ローワーク）を小牧市内に設置したことを周知

して利用を促し、再就職を希望する方を支援す

る。

・ふるさとハローワークを周知し、再就職を希望

する方を支援した。

・再就職を希望する女性を対象として、求職者支

援セミナーを２回開催した。

相談件数2,535件

×

商工振興

課

96

98

ワークライフバ

ランスの普及・

啓発

広報、ホームページなどを利用して、ワークライ

フバランスの推進について、具体的な取組方法、

ファミリーフレンドリー企業の情報提供を行うな

ど、普及・啓発に取組ます。

ホームページのリニューアル、機関紙への情報掲載

依頼など、啓発活動の充実に取り組む。

ホームページや広報・機関紙などによる情報提

供や啓発活動を進める。

ホームページや広報・機関紙などによる情報提供

や啓発活動を進めた。

○

商工振興

課

98

99

事業所内保育所

の設置促進

労働者の仕事と家庭の両立を支援するため、事業

所内等における保育施設の設置を促進します。

制度の周知を進め、設置の促進を図る。

商工会議所を通じて、広く市内の事業所に周知

を図る。

事業所や個人からの問合せはあったものの、実施

には結びつかなかった。

× 保育課 99

100

男女共同参画事

業

小牧市男女共同参画基本計画（ハーモニーⅡ）の

推進により、男女共同参画社会の形成に取り組み

ます。

小牧市男女共同参画普及員を通して啓発と環境整備

に努める。

普及員の配置区 ２９区

小牧市男女共同参画普及員の増員を図るととも

にこまきみらい塾の卒業生と協働して、地域へ

の男女共同参画の推進に努める。

普及員配置区目標：30区

小牧市男女共同参画普及員の増員を図るとともに

こまきみらい塾の卒業生と協働して、地域への男

女共同参画の推進に努めた。

普及員配置区　31区

○

まなび創

造館

100

101

小牧市民大学こ

まきみらい塾運

営事業

男女共同参画に関する講座を開催し仕事と生活の

調和などに取り組みます。

小牧市民大学こまきみらい塾を通して啓発と環境整

備に努める。

講座受講者定員の７割 ９４５人

小牧市民大学こまきみらい塾やみらい塾の卒業

生を活用して啓発に努める。

28講座受講者目標：945人

小牧市民大学こまきみらい塾やみらい塾の卒業生

を活用して啓発に努めた。

塾生680人　聴講生226人　　合計906人

×

まなび創

造館

101

102

交通安全教室の

開催

保育園、学校等において、毎年、交通安全教室を

開催します。

交通事故撲滅のための啓蒙活動を継続する。 交通事故件数 １，１５０件

保育園、学校等において交通安全教室を開催す

る。

数値目標：交通事故件数　1,160件

小牧警察署と連携し、前年度を上回る回数の交通

安全教室を開催し、交通指導を実施した。

交通事故件数　1,104件

○

市民安全

課

102

103

三人乗り自転車

の普及促進

親と子どもが集まる場所に、安全に配慮した三人

乗り自転車を常設展示するとともに、児童・幼児

の自転車乗車時のヘルメット着用をＰＲすること

で、三人乗り自転車の普及を促進し、親と子ども

の交通安全に対する意識を高め、子どもが安全に

暮らすことができる環境整備の推進をめざしま

す。

児童館等（市内６か所）で、三人乗り自転車を常設

展示し、試乗が出来る体制を整えるとともに、児

童・幼児の自転車乗車時のヘルメット着用をＰＲす

る。

保育園において警察署・小牧市共催の交通安全

教室を実施し、三人乗り自転車のPRに努める。

小牧、小牧南、西部、篠岡、大城、味岡児童館の

６箇所に展示し、普及啓発に努めた。また、岩崎

保育園で開催された交通安全教室において使用し

た。

こども政

策課

103

104

不審者情報等の

メール配信

小、中学校を拠点に不審者情報、台風情報等の

メール配信を行、保護者、生徒、児童、地域住民

への情報提供に努めます。

子どもを犯罪等の被害から守るため、情報提供の提

供に努めます。

子どもを犯罪等の被害から守るため、情報提供

に努めます。

警察や各校から送られてきた不審者情報を各校

（園）にファクスし、保護者や地域住民への情報

提供を行いました。

学校教育

課

104

105

防犯灯の整備促

進

防犯灯の整備を進め、夜間の犯罪発生の抑制をめ

ざします。

夜間犯罪の抑制を目指し、さらに整備を進める。 刑法犯認知件数 ３，１００件

全額補助制度を実施することで防犯灯の設置を

促し、夜間犯罪の抑制を目指す。

数値目標：刑法犯認知件数　3,110件

防犯灯の設置及び維持管理に関する補助事業を実

施し、夜間犯罪の抑制に努めた。

刑法犯認知件数　2,171件

○

市民安全

課

105

106

児童委員・主任

児童委員活動の

充実

関係機関と連携し、地域に密着した子どもや子育

て家庭に対する支援を行います。

年３回の主任児童委員部会活動を通して、学校や他

の民生委員との連携を強化する。

相談・指導件数 １，０００件

学校との連携や、他市の主任児童委員との交流

を通じて地域に密着した支援を強化する。

数値目標：相談・指導件数　950件

・民生・児童委員、主任児童委員の一斉改選によ

り新たに委員に就任した委員に対し、各種研修を

実施

・新体制による主任児童委員部会を開催し、今後

の活動強化に向けたあり方について検討を行っ

た。

相談・指導等件数　857件

×

 福祉総務

課

106

107

各中学校区青少

年健全育成会活

動の活性化

青少年の非行防止を図り、健全育成を図るための

活動を支援します。

学校と地域、中学校と小学校などの交流事業を推進

することにより、青少年の健全育成が図られるよう

支援を行う。

学校と地域、中学校と小学校などの交流事業を

促し、関係者の情報交換を推進することによ

り、青少年の健全育成が図られるよう支援を行

う。

小・中学校と地域のふれあい活動や地域活動への

小・中学生の参加を奨励し、それらの活動の定例

化をした。

少年セン

ター

107

108 少年相談

少年に係る非行問題、不登校、しつけなどに関す

る相談に応じます

非行、不登校、しつけなど青少年に関わる問題につ

いて、関係機関との連携を図りながら相談活動を行

う。

非行、不登校、しつけなど青少年に関わる問題

について、関係機関との連携を図りながら相談

活動を行う。

小・中学生及び保護者向けにＥメール相談を広報

し、電話メールなどによる少年自身からの相談に

関係機関と連携して応じた。また、高校生に相談

カードの配布を行った。

少年セン

ター

108

109

盗難防止のため

の防犯器具設置

助成事業

警察等と連携した情報提供の充実などにより、防

犯性の高い防犯器具の普及促進に努めます。

経済情勢の冷えこみによる犯罪の増加が予想される

ため、継続実施していく。

刑法犯認知件数 ３，１００件

防犯対策補助制度を実施することで、防犯器具

の普及促進に努める。

数値目標：刑法犯認知件数　3,110件

各自宅に設置する防犯器具への補助事業を実施

し、犯罪抑止と防犯意識の向上を図った。

刑法犯認知件数　2,171件

○

市民安全

課

109

110 補導活動の充実

不良行為や問題行動に対し、適切な指導と助言を

行い、少年非行の抑止活動に努めます。

少年センター補導員、ＰＴＡ、学校等が協力してパ

トロールを行い、積極的に青少年に声をかけること

で非行防止を図る。

少年センター補導員、ＰＴＡ、学校等が協力し

てパトロールを行い、積極的に青少年に声をか

けることで非行防止を図る。

従来の補導活動に加え、大型店、コンビニ、遊技

場等の健全育成協力店との情報交換を密にし、多

くの目で青少年を非行から守る気運を高めた。ま

た、青少年健全育成モニターからの指摘や意見を

学校を通して少年に伝え、生徒指導の連携を図っ

た。

少年セン

ター

110

111

明るい声かけま

ちづくり運動の

実施

大人が買い物や散歩時などに「声かけワッペン」

をつけて、あいさつを交わすことにより、、安

全・安心な地域づくりを推進します。

子どもたちが、登下校の際、地域の人々から声をか

けられることで交流を図り、安全・安心なまちづく

りを目指す。

子どもたちが、登下校の際、地域の人々から声

をかけられることで交流を図り、安全・安心な

まちづくりを目指す。

青少年とふれあう市民団体やボランティアグルー

プに「声かけワッペン」や啓発チラシ・カードを

配布し、あいさつ・声かけ運動の一層の拡充を

図った。

少年セン

ター

111

５　職業生

活と家庭生

活との両立

の推進等

１　仕事と生

活の調和の

実現のため

の働き方の

見直し

１　子ども

の交通安全

を確保する

ための活動

の推進

６　子ども等

の安全の確

保

２　子ども

を犯罪等の

被害から守

るための活

動の推進
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112

安全・安心マッ

プの作成配布

子どもが犯罪等の被害に遭わないための安全・安

心マップを市内５地区に分けての作成し、配付し

ます。

各校でのマップの更新、該当団体への危険箇所の改

良依頼を進めます。

子どもを犯罪等の被害から守るため、情報提供

に努めます。

各学校で作成しているマップを、それぞれで修正

しました。

学校教育

課

112

113

子どもを対象と

した防犯対策

子どもが路上等において被害に遭う又は遭う恐れ

がある際の対応方法や、「子ども110番の家」等の

緊急避難所の利用方法などについて、市内の各幼

稚園、保育園、小学校において防犯指導を実施し

ます。

「自分の身の安全は自分で守る」という防犯意識向

上のため、護身術教室を中心とした防犯指導を実施

していく。

刑法犯認知件数 ３，１００件

各幼稚園、保育園、小学校及び中学校におい

て、防犯指導を実施する。

数値目標：刑法犯認知件数　3,110件

小牧警察署と連携し、前年度を上回る回数の防犯

教室を開催し、防犯指導を実施した。

刑法犯認知件数　2,171件

○

市民安全

課

113

114

防犯ボランティ

アへの支援

誰もが安全で安心に暮らせる地域社会を目指し

て、地域住民に防犯の輪を広げる活動に支援を行

います。

防犯ボランティアの育成、活動を支援するため補助

金制度、ボランティア団体同士の連携を図る機会を

創出するなどの支援を行います。

防犯パトロール団体数 １１４団体

平成25年1月末で77団体。引き続き、活動を支援

する補助制度を周知するなどＰＲに努め、10団

体の新規発足を目指す。

ＨＰに活動を支援する補助制度を掲載したり、小

牧工場事業場防犯協会の役員企業に対し発足ＰＲ

の通知をするなどＰＲに努めた。

８１団体

×

市民安全

課

114

115

学校防犯推進事

業

保護者や地域との連携を密にし、安全で安心な学

校づくりを行います。

通学路パトロールボランティア活動を推進します。

各小学校で通学路パトロールボランティアを募

集、登録し、連れ去りや交通事故から児童を守

る活動を継続します。

１６小学校区でパトロールボランティアを募集

し、７１０名が登録、活動しました。

学校教育

課

115

116

虐待家族のフォ

ローケア事業

虐待を受けた子どもの保護・救済だけでなく、虐

待した親・保護者に対するフォローケアについて

も、要保護児童対策地域協議会で対応していきま

す。

関係機関と連携し、引き続き、虐待した親・子ども

のフォローケアに努め、家庭再統合を支援します。

要保護児童対策地域協議会実務者会を中心に関

係機関の連携を図り、被虐待児童等のフォロー

ケアに努める。

要保護児童対策地域協議会実務者会を中心に関係

機関の連携を図り、被虐待児童等のフォローケア

に努めた。

こども政

策課

116

117

適応指導教室の

充実（再掲）

不登校児童生徒の心理的・情緒的な要因と人間関

係の改善を図り、自立心、社会性の育成により、

通常の学級集団への復帰をめざします。

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指します。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指す。

不登校発生率：0%

＜カルミア＞１７名の児童生徒が在籍、学校復帰

は５名でした。

＜アイトワ＞１１名の児童生徒が在籍、学校復帰

は２名でした。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

117

118

不登校児童生徒

訪問指導員の活

用

（再掲）

家に引きこもってしまった児童生徒等の家庭に、

不登校児童生徒訪問指導員を派遣し、児童生徒と

のふれあいを通して、対人関係の改善や社会性の

向上を図ります。

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指します。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

指導内容の充実と学校復帰者の増加を目指しま

す。

不登校発生率：0%

不登校児童生徒訪問指導員活動として、１８４回

の家庭訪問を行いました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

118

119

学校カウンセ

ラーの活用（再

掲）

いじめ・不登校等の問題に専門的な知識・技能を

もった学校カウンセラーが市内の各小中学校を巡

回し、心に悩みを持つ児童生徒や保護者、不登校

児童生徒の指導に悩む教員等の相談に応じます。

専門家が対応することにより、周囲が悩みに対する

正しい理解を深め、有効に対処するように努めま

す。

不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

専門家が対応することにより、周囲が悩みに対

する正しい理解を深め、有効に対処するように

努めます。

不登校発生率：0%

県１２名、市４名のカウンセラーを配置しまし

た。

中学校は月４回程度、小学校は月２回程度の巡回

を行いました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

119

120

心の教室相談員

の充実（再掲）

いじめ・不登校・家庭環境等により心の問題を抱

える児童、生徒へのケアを行うため、身近な相談

相手として心の教室相談員を配置しています。

相談・指導内容の充実を図ります。 不登校発生率

0%

(※不登校0を

目指す）

相談・指導内容の充実を図ります。

不登校発生率：0%

全小中学校に配置された２７人の心の教室相談員

による合計相談件数は年間通じて２５，５９０件

に上るなど、児童生徒の心の悩みの解消のために

大きな役割を果たしました。

不登校発生率　1.51％

×

学校教育

課

120

121

要保護児童対策

地域協議会

保健、福祉、医療、教育ならびに児童相談所な

ど、児童問題に関連する各機関の情報を交換し共

有することで、児童虐待に陥ると思われる家庭等

を把握し、虐待の防止、早期発見、迅速な対応を

図ります。

代表者会議、実務者会議を開催し、各機関との連絡

調整を図るとともに、ケース検討・事例会議等を開

催し、関係職員の質の向上を目指す。

月1回の実務者会を継続実施し、実効性のある体

制づくりを図る。

引き続き、年１回の代表者会、月１回の実務者会

を継続実施し、実効性のある体制づくりを図っ

た。

こども政

策課

121

122

児童虐待防止相

談員の設置及び

相談体制の充実

児童虐待の第一の相談窓口として、児童虐待防止

相談員を配置し相談体制を充実させます。

児童虐待案件に即応できる相談業務の充実を図る。

学校、保健センター、警察等から虐待通告の

あった場合は、子育て支援課職員で迅速な対応

をし、48時間以内の目視を実行する。

虐待通告のあった場合は、子育て支援課職員を始

めとする関係機関で対応し、48時間以内の目視を

実行した。

こども政

策課

122

123

児童虐待防止の

ための早期発

見・早期対応

各関係機関の連携を強化し、児童虐待の早期発見

と適切で迅速な対応につなげます。

要保護児童対策地域協議会の参集機関がもっている

情報を共有し、それぞれの立場で対応する。

要保護児童対策地域協議会の参集機関がもって

いる情報を共有し、それぞれの立場で対応す

る。

要保護児童対策地域協議会の関係機関（子育て支

援課、保健センター、児童相談センター、学校教

育課、福祉課、警察等）が持っている情報を共有

し、それぞれの立場で対応した。

こども政

策課

123

124

ひとり親家庭の

子育て支援

ひとり親家庭が利用できる各種制度の周知や情報

提供に努めます。

広報などを通じて、各種制度の周知や情報提供に努

める。

母子の就業に関する情報や、高等技能訓練促進

費など補助事業について、広報等に掲載し周知

を図る。

現況届出書類の送付時にパンフレットを同封し、

周知を行った。

こども政

策課

124

125

県・市遺児手当

の支給

父又は母のいない児童を養育している保護者に遺

児手当を支給します。

県・市の制度に伴い、実施

市遺児手当年間延べ受給

者数

２７，０００

人

現行の制度の中で、ひとり親家庭の負担の軽減

に努める。

数値目標：市遺児手当年間延べ受給者数

25,500人

年3回の遺児手当支給を遅滞なく行い、ひとり親家

庭の負担軽減に努めた。

市遺児手当年間延べ受給者数：24,939人

×

こども政

策課

125

126

母子家庭等日常

生活支援事業

ひとり親家庭が急激な環境の変化や疾病などによ

り、一時的に生活支援が必要な場合、家庭生活支

援員を派遣し生活安定を図ります。

県の制度に従い、実施 子育て支援受給者数 ５人

広報等により制度の周知を図り、より多くのひ

とり親世帯が、有効に活用できるようにする。

数値目標：子育て支援受給者数　5人

ひとり親家庭に対し、生活支援のヘルパー派遣を

行い、世帯の生活の安定を図った。

ヘルパー派遣世帯数：７世帯

延べ派遣時間数：234時間

○

こども政

策課

126

127

母子自立支援員

の配置

母子家庭の様々な悩みごと（生活上の問題、子ど

ものこと等）の相談相手となり、問題解決のため

に必要な助言・指導を行います。

県の制度に従い、実施 母子相談件数 ８００件

キャリアカウンセリング等の講習に積極的に参

加し、母子自立支援員の更なる資質の向上を図

り、より相談者の気持ちを汲んだ相談の実施に

努める。

数値目標：母子相談件数　800件

キャリアカウンセリング等の講習に積極的に参加

して母子自立支援員の更なる資質の向上を図り、

より相談者の気持ちを汲んだ相談の実施に努め

た。

母子相談件数：1,007件

○

こども政

策課

127

６　子ども等

の安全の確

保

３　被害に

あった子ど

もの保護の

推進

７　要保護

児童への

対応などき

め細かな取

組の推進

２　ひとり親

家庭の自立

支援

２　子ども

を犯罪等の

被害から守

るための活

動の推進

１　児童虐

待防止対策

の充実
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128

母子家庭等自立

支援教育訓練給

付金事業

自立支援の相談に応じた母子家庭の経済的自立を

図るため、職業能力講座等を受講した場合、その

教育訓練終了後、受講料に対し給付金を助成しま

す。

国の制度に従い、実施 受給者数 ３人

国の制度に従い、実施

数値目標　受給者数　3人

国の制度に従い、実施

受給者数：２人

×

こども政

策課

128

129

高等技能訓練費

の支給

母子家庭の母が、就職に有利な資格取得と経済的

自立のために、２年以上養成機関で修学される場

合、一定の期間について訓練促進費を支給しま

す。

国の制度に従い、実施 資格取得者数 ６人

国の制度に従い、実施

数値目標　受給者数　6人

国の制度に従い、実施

受給者数：２人

×

こども政

策課

129

130

児童扶養手当の

支給

父又は母のいない児童を養育している保護者に児

童扶養手当を支給します。

国の制度に従い、実施 延べ受給者数

２３，０００

人

国の制度に従い、実施

数値目標　延べ受給者数　23,000人

国の制度に従い、実施

延べ受給者数：21,962人

×

こども政

策課

130

131 母子相談

ふれあいセンターにおいて、母子家庭の経済的自

立支援についての相談に応じ、適切な助言、指導

を行います。

訪問相談の体制を整えるなど、一層の相談業務の充

実に努める。

ふれあいセンター母子相

談室

相談件数

１６５件

母子相談を毎週水曜日とし、相談の充実に努め

る。また、必要とする方に母子相談の存在を

知ってもらえるよう、広報等により周知を図

る。

数値目標：ふれあいセンター母子相談件数　300

件

毎週水曜日にふれあいセンターにおいて母子相談

室を開設、母子家庭への自立支援に向けた相談に

応じた。

ふれあいセンター母子相談件数：330件

○

こども政

策課

131

132

女性のための就

労支援パソコン

講座事業

経済的に困難な状況にある女性の就労・自立支援

のため、パソコン講座を開催します。

経済的に困難な状況にある女性の就労支援講座を実

施する。

経済的に困難な状況にある女性のためのパソコ

ン講座（ワード・エクセル）を初級者・中級者

向けに実施する。また、就職に有利になるよ

う、レベルアップした講座内容を検討する。

経済的に困難な状況にある女性のためのパソコン

講座を初級者・中級者向けに実施した。また、就

職に有利になるよう、レベルアップした講座内容

を検討した。

基本編　18人、応用編　17人

まなび創

造館

132

133

放課後児童クラ

ブにおける障が

い児の受入推進

障がい児の受け入れに必要な指導員の確保など、

必要に応じた受入体制の整備を進めます。

障がいに応じた受入れを行い、障がいの程度によっ

て指導員を加配する。

必要なクラブに障がい児加配指導員を配置し

て、障がい児の特性に対応した保育を実施す

る。

必要なクラブに障がい児加配指導員を配置して、

障がい児の特性に対応した保育を実施した。

加配指導員　11人

こども政

策課

133

134 居宅介護事業

重度の障がい等のため、居宅において日常生活を

営むのに支障のある障がい児の家庭にホームヘル

パーを派遣し、家事や介護などのサービスを行い

ます。

利用者の増加や緊急時の不定期な利用にも対応でき

るよう事業者の参入を促進するとともに、ヘルパー

の人材確保への支援に努める。

利用者数 ３０人

数値目標：利用者数　22名

（H23年度実績21名、H24年12月現在18名に4名の

増員を見込んだ。）

利用者実績　11名 ×

地域福祉

課

134

135

発達に合わせた

療育事業

一人ひとりの障がいの程度にあった保育、療育の

機会が得られるように、きめ細かな対応に努めま

す。

あさひ学園が行う療育・保育、相談事業の充実を図

る。

通所登録者数 １００人

数値目標：通所登録者数　101名

（H23年度実績101名、H24年度同数見込みのた

め、同程度の継続人数を目標値とした）

通所登録者数　95名 ×

地域福祉

課

135

136

児童デイサービ

ス事業

心身に障がいのある児童に生活訓練などを行いま

す。

民間事業所において障害のある子どもの療育に取組

む。必要なサービス量が確保できるよう児童デイ

サービス事業所の参入を促進する。利用者負担を市

単独で半額助成をすることで、サービスの利用を促

進する。

利用者数 １００人

数値目標：利用者数　205名

（H23年度実績176名、H24年12月現在196名に若

干の伸びを見込んだ。）

利用者実績　278名 ○

地域福祉

課

136

137

特別な支援を必

要とする子ども

への支援

障害のある子どもたちの自立と社会参加に向けた

主体的な取組みを支援するため子どもたちが示す

困難に対応した教育相談を推進し、ニーズにあわ

せた指導や支援ができるように取り組みます。

障がい傾向のある子どもの多様化に対応できるよう

に特別支援教育体制を充実させます。

障がい傾向のある子どもの多様化に対応できる

ように特別支援教育体制を充実させる。

全小中学校２５校、幼稚園１園を巡回し、特別な

支援を必要とする子どもの具体的な支援やプラン

ニングなどを行いました。相談回数は、計596回、

同人数は1,352人でした。

学校教育

課

137

７　要保護

児童への

対応などき

め細かな取

組の推進

２　ひとり親

家庭の自立

支援

３　障害児

施策の充実
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